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１．令和９年度介護報酬改定について 
 

○ 令和９年度介護報酬改定に向けては、本年４月 27日より、社会保障審議会介護給付費

分科会において議論が行われている。 

 

○ 令和９年度介護報酬改定においては、介護分野の賃上げ、経営の安定、離職防止、人

材確保を図る必要があるとの認識のもと、介護サービス事業者の経営状況等について把

握した上で、物価や賃金の上昇等を適切に反映するための対応を実施する必要がある。 

 

○ その上で、令和９年度介護報酬改定に向けては、65歳以上の高齢者数がピークを迎え

介護と医療の複合ニーズを抱える 85歳以上人口も増加する 2040年を見据えつつ、自治

体・地域の規模によって、高齢化や人口減少のスピードには大きな差が生じることが見

込まれ、サービス需要の変化が様々となり、地域の実情に応じたサービス提供体制を構

築していくことが重要であることや、介護保険制度の持続可能性を確保するために介護

給付の効率化・適正化に取り組む必要があることなどを踏まえ、令和６年度及び令和８

年度の介護報酬改定に関する審議報告並びに令和７年の社会保障審議会介護保険部会意

見書における指摘などに基づき、各サービスの論点とあわせ、以下のような分野横断的

なテーマを念頭に置き、議論していく予定である。 

・ 人口減少・サービス需要の変化に応じたサービス提供体制の構築 

・ 地域包括ケアシステムの深化 

・ 介護人材確保に向けた処遇改善等と職場環境改善やケアの質の向上に向けた生産性

向上等 

・ 制度の安定性・持続可能性を確保する報酬の在り方 

※今後議論を進める中で変更することは想定される。 

 

○ 今後、本年中に分科会において基本的な考え方の整理・とりまとめが行われ、本年度

末に報酬告示の改正等を行う予定であるので、ご了知をいただきたい。 

 
【これまでの介護給付費分科会の開催実績】 

・【第 256回】（４月 27日） 

 令和９年度介護報酬改定に向けた今後の検討の進め方について 

・【第 257回】（５月 25日） 

 令和９年度介護報酬改定に向けて（小規模多機能型居宅介護、看護小規模多 機能型居宅介護、認知症対応

型共同生活介護） 

・【第 258回】（６月 15日） 

令和９年度介護報酬改定に向けて（通所介護、認知症対応型通所介護、療養通所介護、通所リハビリテー

ション、短期入所生活介護、短期入所療養介護） 

・【第 259回】（６月 29日） 

令和９年度介護報酬改定に向けて（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅

療養管理指導、居宅介護支援、福祉用具・住宅改修） 

・【第 260回】（７月９日） 

令和９年度介護報酬改定に向けて（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居

者生活介護） 
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  事            事            

 介護報酬改定は、  として３年に１度行っており、そのための基 資料を ること等を目的として、
介護事業経営 況  ・実   、介護 事者処遇状況等  を行っている。
 令和８年度は介護事業経営実   と介護 事者処遇状況等  を実施している。

介護 事者処遇状況等  介護事業経営実   

 １７ 事業所 １９ 事業所
  対 事業所数
     

 １ ７ 事業所 ３．５ 事業所   体事業所数

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、
訪問介護事業所、訪問看護事業所、訪問リハビリテー
ション事業所、通所介護事業所（地域  型通所介護
事業所を む）、通所リハビリテーション事業所、特
定施設入居者生活介護事業所、小規模多機能型居宅介
護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所及び居宅
介護支援事業所並びに当 施設・事業所に在 する介
護 事者等

・施設サービス（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療
院） 
・居宅サービス（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリ
テーション、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介
護事業所、特定施設入居者生活介護、福祉用具  ） 
・居宅介護支援 
・地域  型サービス（定期 回・  対応型訪問介護看護、  対
応型訪問介護、地域  型通所介護、認知症対応型通所介護、小規
模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域  型特定
施設入居者生活介護、地域  型介護老人福祉施設、看護小規模多
機能型居宅介護）

  対 

 化     により   化     により    方 

令和８年７月
 令和７年７月及び令和８年７月の給  等
  は令和８年４ ７月に支給されたものを１ ６して 上

令和８年５月
 令和７年度   を  

   期

（１）施設・事業所 
給 等の状況、介護職 等処遇改善加 の  等の状況、
給 等の き上げ以 の処遇改善状況、令和７年度介護分
野の職 の賃上げ・職場環境改善支援事業の  状況 等

（２） 事者 
性 、年齢、職 、    、    、資 の取 状況、
基本給の 、 当の 、一 金の 等

サービス提供の状況、居 ・設 等の状況、職  置や職
 給 の状況、 入の状況、支 の状況 等

   目

令和８年  を予定令和８年  を予定   期
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２．協力医療機関との連携体制の構築について 

 
○ 令和６年度介護報酬改定では、介護保険施設等に対して、入所者の病状急変 等に相

談・診療を常 行う体制や、入院が必要な場合に  受け入れる体制を確保している協

力医療機関を定めることを、３年 の経過措置期 を設けて義 化した。 

 

○ 連携構築に向けて、昨年５月 28日付の事 連絡等において、各都道府県・市区町村に

対し、高齢者施設等と協力医療機関との連携促進に向けて、 

・高齢者施設等と協力医療機関との連携状況等の把握 

・協力医療機関との連携に係る取組が行われていない高齢者施設等への周知 

・協力医療機関との連携に支障を来している高齢者施設等への支援 

などのさらなる支援をお願いした。 

 

○ 令和７年度実施した「介護報酬改定の効果検証及び  研究」の結果では、協力医療

機関を定めることが義 化された高齢者施設等において、要件を満たす協力医療機関を

定めている施設の割合は、令和６年度に実施した  より 10ポイント増加しているも

のの、依然として、全ての施設類型で、協力医療機関を定めていない高齢者施設等が一

定数存在している。 

 

○ また、同  における都道府県・市区町村への  結果では、協力医療機関の定めの

状況について、「  していない」高齢者施設等の割合が、全ての施設  で１ ３割程

度存在するとともに、都道府県 でみると、その把握状況にはバラツキがみられる。「 

 していない」の割合が高い自治体に個 にヒアリングを行ったところ、負担等の理由

で  が困難という回答があった一方で、  後に再確認・  を進めている等の回答

もいただいたところ。 

 

○ 要件を満たす協力医療機関との連携については、経過措置期 終了まで、残り８ヶ月

余りである。高齢者施設等と協力医療機関との連携義 化に関して要点をまとめた資料

を 成したので、適宜ご活用いただきたい。 

 

○ また、先の  において、要件を満たす協力医療機関を定めていない事業所が自治体

に支援を期待していることが明らかになっている。事業所が自治体に期待する支援内容

も踏まえ、連携に向けたさらなる支援をお願いしたい。 

 

○ 加えて、第 10期介護保険事業（支援） 画の基本指針では、2040年を見据えた中長期

的なサービス提供体制の確保に関して取り組むべき事 として、「介護保険施設の協力医

療機関の確保について、協力医療機関を確保できていない施設をリスト化し、マッチン

グに向けた議論を行うこと」を記載することを予定しており、適切に対応されたい。 

 

○ 最後に、自治体  の協力医療機関の定めの状況において、「  していない」が一定

数存在したことについては、審議会で強い懸念が示されたところ。現在、自治体向けに

今年度も  を実施しているところであるが、 き続き、  へのご協力をお願いした

い。 
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３．在宅医療・介護連携推進支援事業における都道府県・市町村連携支援 

及び自治体担当者研修会議について 

 

○ 第 10期介護保険事業（支援） 画の基本指針の改定において、在宅医療・介護連携

推進事業の更なる推進についても盛り込むことを予定しており、各自治体において適切

に対応されたい。 

 

○ また、厚生  省が行う「在宅医療・介護連携推進支援事業」において、本年度は自

治体担当者研修会議及び都道府県・市町村の連携支援を拡充して実施する予定としてお

り、多くの自治体の皆様に御参画をお願いしたい。 

 

【自治体担当者研修会議について】 

○ 在宅医療・介護連携事業を担当する自治体職 等が、事業実施にあたり必要な知識・

技術を習 することにより、企画立案能力及び実践能力の向上に資すること、さらに、

地域の実情に応じた効果的な在宅医療・介護連携の推進に資することを目的として、例

年、自治体担当者研修会議を開催している。令和８年度については、９月 10月 の開

催を予定しているので、 席についてご 慮願いたい。 

 

【都道府県・市町村の連携支援】 

○ 在宅医療・介護の連携において特に重要となる「４つの場面（日常の療養支援、入退

院支援、急変 の対応、看取り）」等に 目し、市区町村が都道府県と連携し、より効

果的・効率的な事業推進に向けた取り組みが可能となることを目的に、都道府県・市町

村の連携支援を実施予定。 

本年度は、上記自治体担当者研修会議への参加を、都道府県・市町村の連携支援への

参加の要件とすることを予定しているため、留意をお願いしたい。応募に係る事 連絡

を８月 に発 する予定であり、都道府県においては管内市町村への周知及び連携支援

への参加等に協力いただくようお願いしたい。 
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４．看護小規模多機能型居宅介護の広域利用について 

 

○ 第 10期介護保険事業（支援） 画の基本指針には、看護小規模多機能型居宅介護（以

降、看多機）を む地域  型サービスについて、市町村が地域住民や医療機関等への

更なる周知を行うとともに、都道府県と連携を図りつつ、広域利用に関する事前同意

等の 整を行うなど、隣接自治体 の連携によるサービス活用推進の必要性について

追記する予定である（※１）。 

 

 ※１ 基本指針（案）について（新旧案） 

改正案（新） 現行（旧） 

２ 各年度における介護給付等対 サービスの 

類ごとの量の見込み及び二千四十年度を む中

長期的な推  

（略） 

さらに、サービスの量の見込み及び二千四十年

度を む中長期的な推 を定める際には、サービ

ス利用における地域 の移動や、住民のサービス

利用の在り方も めた地域特性を踏まえながら

適切に検討することが必要である。 特に、地域

  型サービスについては、市町村と連携を図り

つつ、広域利用に関する事前同意等の 整を行う

ことなどを通じ、隣接市町村 の連携によるサー

ビス活用推進を行うことも必要である。 

「介護離職ゼロ」の実現に向けて、大都市部で

は、特 養護老人ホーム等 来からの介護サービ

スに加え、特定施設入居者生活介護も めた効果

的な基盤整 を行うことが重要である。 

２ 各年度における介護給付等対 サービスの 

類ごとの量の見込み 

（略） 

さらに、サービスの量の見込みを定める際に

は、サービス利用における地域 の移動や、住

民のサービス利用の在り方も めた地域特性を

踏まえながら適切に検討することが必要であ

り、「介護離職ゼロ」の実現に向けて、高齢者

人口が増加する都市部では、特 養護老人ホー

ム等 来からの介護サービスに加え、特定施設

入居者生活介護も めた効果的な基盤整 を行

い、人口減少が見込まれる地域では、関係サー

ビスの連携や既存施設の有効活用等の工夫をこ

らしながら必要な介護サービスの機能を地域に

残すことを考える必要がある。老朽化した施設

の建て替えや必要な修繕を 画的に行うととも

に、中長期的な人口構造の変化の見通しを踏ま

えながら、必要な介護サービスが提供されるよ

う、地域医療介護総合確保基金を活用し、地域

を支えるという視点で介護基盤整 を進めてい

くことが重要である。 

 

〇 また、第 10 期の介護保険事業 画に向けては、将来的な市町村の人口動 や専門職

の養成等の地域特性に基づくサービス需要や人材確保状況の変化等も念頭に、必要な地

域  型サービス量等の見込みを検討する必要がある。 

 

○ 看多機は、要介護者の在宅生活を支える重要な機能を有しているにもかかわらず、市

町村の担当職 等のサービスに対する認知度の低さや、関係機関の理解が不十分なこ

と等が課題となっている。 

 

○  そうしたことも踏まえ、自自治体完結型での地域  型サービスの整 の必要性だけ

ではなく、隣接自治体 との連携による整 も念頭に、自治体向けに策定された「看

護小規模多機能型居宅介護の広域利用に関する  き（※２）」も参考にしながら、広

域利用も めた整 をご検討いただくようお願いしたい。 

 

※２ 令和５年度老人保健健康増進等事業「看護小規模多機能型居宅介護の特性を踏まえた普及を図る方策に関する事業」 
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５．地域リハビリテーション支援体制の構築について 
 

○ 地域包括ケアシステムにおいて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組は重要で

あり、地域支援事業において市町村にサービス・活動事業や一般介護予防事業を実施い

ただいている。地域リハビリテーション活動支援事業は、一般介護予防事業の中に位置

づけられている。 

 

○ 地域における介護予防の取組を強化するため、リハビリテーション専門職等の関 は

重要であることから、地域リハビリテーション活動支援事業を通じて、リハビリテーシ

ョン専門職等を、地域ケア会議、訪問・通所介護事業所、通いの場等へ派遣し、専門的

な観点から助言や支援をいただいているところ。 

  

○ 市町村が地域リハビリテーション体制を推進するにあたっては、都道府県全体での地

域リハビリテーション体制の構築を行って頂き、市町村等の支援を行っていただくこと

が重要。 

 

○ 「地域リハビリテーション推進のための指針」において、都道府県は、関係 体から

なる都道府県リハビリテーション協議会を設置し、実際に支援を行うリハビリテーショ

ン支援センターを指定することで、市町村や二次医療圏域等の地域での支援を行ってい

ただくことをお示ししている。 

 

○ 第９期介護保険事業（支援） 画の指針において、地域リハビリテーション支援体制

の構築の推進に関する記載の充実を行ったところだが、特に現 点で都道府県レベルで

の地域リハビリテーション支援体制の整 がなされていない都道府県においては、第 10

期に向け、体制構築について、是非前向きにご検討いただきたい。 

 

○ また、地域リハビリテーション推進のための指針においては、「災害リハビリテーショ

ン体制整 、 整」を、都道府県リハビリテーション支援センターの役割として記載し

ており、地域リハビリテーション支援体制の整 とあわせて、災害 に えたリハビリ

テーション支援体制の構築についても積極的にご検討いただきたい。 
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６. 一般介護予防事業等について 

 

○ 高齢者が要介護状 等となることを予防し、地域で自立した日常生活を営むために

は、介護予防の取組を推進することが重要である。 

 

【介護予防と地域の支え合いを一体的に実施する拠点】 

○ 「通いの場」は、住民主体の介護予防の取組を推進する場として、高齢者の社会参

加を促すとともに、地域における支え合い機能や多世代交流の場として機能すること

で、地域共生社会の実現の一翼を担ってきた。 

 

○ 高齢化や人口減少のスピード、サービス供給の状況が地域によって異なることが想

定される中、今後は、幅広い市町村において各自治体の状況を踏まえた、地域の支え

合いの拠点の整 ・運営を推進していく必要がある。 

 

○ このような状況を踏まえ、今般の介護保険 の改正により、地域における「通いの

場」の取組を支援するとともに、高齢者の介護予防を主軸としつつ、障害、子育て、

生活困窮など地域が抱える多様な課題への支援を一体的に実施する拠点の整 及びそ

の運営を推進する事業（介護予防支援拠点事業）を創設し、総合事業に位置づけるこ

ととなった。 

 

○ 各自治体におかれては、モデル事業の例も参考にして、介護予防支援拠点の整 ・

運営を検討していただきたい。 

 

【サービス・活動 Cの実施状況のレセプトデータ化】 

○ サービス・活動の質の向上のために、利用者の要介護度や利用者への効果に 目し

て分析・評価を行うことが重要である。 

 

○ 特に、サービス・活動 Cは、介護予防及び自立支援の効果が増大すると認められる

者に対して、本人の目標達成のための 画的な支援を保健医療専門職により短期 中

的に提供する事業であり、利用者の要介護度や心身機能の変化を把握することが重要

である。 

 

○ このため、各自治体においてサービス・活動 Cを効果的に推進するために、指定事

業者による 求・支払いの仕組みを活用して、介護レセプトとして実施の状況等を 

 する新たな仕組みを構築し、令和９年度から実施する予定である。そのため、「介護

保険事 処理システム変更に係る参考資料」における「介護予防・日常生活支援総合

事業費単位数サービスコード 」に、現行のサービス 類とは に、サービス・活動 C

のコードを新たに追加する予定であるため、各自治体におかれては、サービス・活動 C

を指定事業による 求・支払いで実施することの準 をお願いする。 
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○ また、新たにサービス 類を追加することに伴い、関連システムの改修が今年度中

に必要となることから、「介護保険事業費補助金（介護報酬改定等に伴うシステム改修

事業（都道府県実施分及び市町村実施分（一般分）））に関する  」を夏 に実施予

定のため、提 期限までに必ず提 いただきたい。 

 

【介護予防・日常生活圏域ニーズ  】 

○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ  については、  結果を地域包括ケア「見え

る化」システム（以下、「見える化」システム）に登録することで、日常生活圏域単

位ごとの状況の視覚的な把握や、他地域との地域 比較が可能となるなど、多角的

な分析ができ、第 10期介護保険事業 画期 に取り組むべき事業の検討にも活用可

能となる。 

 

○ なお、「見える化」システムへ  結果を登録する保険者が多いほど、保険者同士の

比較分析の精度を上げることができるため、積極的に登録いただくようお願いした

い。 

 

○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ  結果データの「見える化」システムへの登録に

ついては、令和８年５月 26日に事 連絡※を発 しているため、内容の確認をいただ

きたい。 

 

※「「在宅介護実   結果」及び「介護予防・日常生活圏域ニーズ  結果」デ

ータの地域包括ケア「見える化」システムへの登録について」（令和８年５月 26

日事 連絡) 
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７．要介護認定制度等について 

 

○ 社会福祉 等の一部を改正する 律（令和８年 律第 51号）に基づき、要介護認定（要

支援認定を む。以下同じ。）の  に関する 続の代行ができる者として、介護保険 

に令和９年４月から、新たに以下の事業者や施設が追加されることとなった。ご承知お

きいただくとともに、管内の介護事業所等への周知をお願いしたい。 

イ 指定居宅サービス事業者であって、特定施設入居者生活介護を行うもの 

ロ 指定地域  型サービス事業者であって、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地

域  型特定施設入居者生活介護又は複合型サービスを行うもの 

ハ 特定地域介護保険施設 

ニ 指定介護予防サービス事業者であって、介護予防特定施設入居者生活介護を行うもの 

ホ 指定地域  型介護予防サービス事業者であって、介護予防小規模多機能型居宅介護又は介護予防認

知症対応型共同生活介護を行うもの 

 

○ また、特に、がん等の方をはじめ、介護サービスの提供に急を要する方については、

要介護認定  に基づき速やかにサービス提供が開始されることが求められることか

ら、令和６年５月 31日付事 連絡（※１）にて具体的な取扱いについて示しており参考

としていただきたい。 

※１「がん等の方に対する速やかな介護サービスの提供について」（令和６年５月 31日付事 連絡） 

 

○ さらに、平成 30年度より一定の要件を満たす場合には介護認定審 会を簡素化して実

施することが可能となっているところ、簡素化の取組が進められていない保険者もみら

れることから、過去の事 連絡（※２）も参考の上、 き続き簡素化の実施についてご

検討いただきたい。 

※２「介護認定審 会の簡素化に関する取組事例の周知について」（令和５年５月８日付事 連絡） 
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８．介護情報基盤について  
 

○ 政府において、「全国医療情報プラットフォーム」の構築を進めており、介護分野に

ついては介護情報基盤の整 を進めている。介護情報基盤を整 することにより、自

治体、介護事業所、医療機関等で、利用者に関する情報を電子的に共有し、業 の効

率化を図る予定である。 

 

○ 介護情報基盤については、令和５年に介護保険 が改正され、介護情報を共有・活

用する事業を地域支援事業に位置づけたところ。本年４月以降、介護情報基盤との連

携を めた介護保険システムの標準化対応が完了した市町村から、順次、介護情報基

盤へのデータ移行を行い、令和 10年４月から本 運用を開始することを目指すことと

している。 

 

○ 各自治体におかれては、 き続き、介護情報基盤の利用開始に向けた準 を進めて

いただくよう、お願いしたい。 

  なお、介護情報基盤の初期セットアップに係る連絡窓口は、国民健康保険中央会の

介護情報基盤コールセンターに一元化している。 

 

○ 介護情報基盤の利用開始に向けて、昨年 11月に要介護認定  書の様式変更を行っ

ている。介護情報基盤経由での情報共有に係る同意の取 を始めていただくよう、お

願いしたい。 

 

○ 本年１月の事 連絡でお示ししたとおり、令和８年度の地域支援事業においては、

介護情報基盤の経費負担は発生しない。令和９年度以降における取扱いについては、

 まり次第改めて周知するため、ご留意いただきたい。 

 

○ 介護情報基盤の活用のため、介護事業所や医療機関向けに支援を行っている。今年

度の助成金の受付は令和９年３月 12 日までとなっているため、各自治体におかれて

は、管内の介護事業所や医療機関への周知を改めてお願いしたい。 
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